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４.２節 本体工 ブロック式    

1 総則 国 - 3-4.2-1 

2 本体ブロック製作工 国 - 3-4.2-5 

3 本体ブロック据付工 国 - 3-4.2-12 

4 中詰工 国 - 3-4.2-28 

5 蓋コンクリート工 国 - 3-4.2-28 

6 蓋ブロック工 国 - 3-4.2-28 

 

１１節 陸上地盤改良工    

1 総則 国 - 3-11-1 

2 圧密・排水工 国 - 3-11-5 

 

１４節 維持修繕工    

1 総則 国 - 3-14-1 

2 維持塗装工 国 - 3-14-3 

3 防食工 国 - 3-14-5 

 

 

２節 積算の通則    

1 積算の通則 県 P.4 1-2-1 

2 積算価格の構成 県 P.4 1-2-1 

3 積算価格構成の内訳 県 P.5 1-2-1 

4 合併積算等 県 P.9 1-2-4 

5 変更設計 県 P.9 1-2-4 

6 随意契約方式等により発注する場合の率の調整について 県 P.9 - 

４.２節 本体工 ブロック式    

1 総則 国 - 3-4.2-1 

2 本体ブロック製作工 国 - 3-4.2-5 

3 本体ブロック据付工 国 - 3-4.2-12 

4 中詰工 国 - 3-4.2-29 

5 蓋コンクリート工 国 - 3-4.2-29 

6 蓋ブロック工 国 - 3-4.2-29 

 

１１節 陸上地盤改良工    

1 総則 国 - 3-11-1 

 2 圧密・排水工 国 - 3-11-5 

3 固化工 国 - 3-11-11 

 

１４節 維持補修工    

1 総則 国 - 3-14-1 

2 維持塗装工 国 - 3-14-3 

3 防食工 国 - 3-14-5 

 

3 締固工 国 - 3-11-12 

4 固化工 国 - 3-11-14 

 

 

２節 積算の通則    

1 積算の通則 県 P.3 1-2-1 

2 積算価格の構成 県 P.3 1-2-1 

3 積算価格構成の内訳 県 P.4 1-2-1 

4 合併積算等 県 P.8 1-2-4 

5 変更設計 県 P.8 1-2-4 

6 随意契約方式等により発注する場合の率の調整について 県 P.8 1-2-4 
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目次 第４章 市場単価等    

１節 総則    

1 市場単価の調査方法及び決定方法 国 - 4-1-1 

2 土木工事標準単価 国 - 4-1-1 

 3 用語の定義 国 - 4-1-1 

4 市場単価により積算を行う工種 国 - 4-1-2 

 

２節 運搬費    

1 総則 国 - 5-2-1 

2 建設機械器具等運搬 国 - 5-2-2 

2-4 運搬    

質量20ｔ以上の建設機械の貨物自動車等による
運搬 

県 P.57 5-2-6 

４節 事業損失防止施設費    

1 総則 国 - 5-4-1 

2 水質汚濁防止膜 国 - 5-4-2 

2-3 汚濁防止膜設置・撤去    

代価表（汚濁防止膜設置） 補 P.58 5-4-3 

代価表（汚濁防止膜撤去） 補 P.58 5-4-3 

2-4 汚濁防止膜移設    

代価表（汚濁防止膜移設） 補 P.58 5-4-4 

 

第６章 建設機械運転単価表    

1 燃料消費量 国 - 単-1 

2 供用日数 国 - 単-1 

3 建設機械運転労務 国 - 単-1 

4 賃料を適用する機械器具 国 - 単-1 

5 職種の定義 国 - 単-1 

6 供用係数適用に当っての留意事項 県 P.59 単-2 

 

第４章 市場単価等    

１節 総則    

1 適用にあたっての主な留意事項 国 - 4-1-1 

2 市場単価 国 - 4-1-1 

 3 土木工事標準単価 国 - 4-1-1 

4 用語の定義 国 - 4-1-1 

5 市場単価により積算を行う工種 国 - 4-1-2 

 

２節 運搬費    

1 総則 国 - 5-2-1 

2 建設機械器具等運搬 国 - 5-2-2 

2-4 運搬    

質量20ｔ以上の建設機械の貨物自動車等による
運搬 

県 P.58 5-2-6 

 

４節 事業損失防止施設費    

1 総則 国 - 5-4-1 

2 水質汚濁防止膜 国 - 5-4-2 

2-3 汚濁防止膜設置・撤去    

代価表（汚濁防止膜設置） 補 P.59 5-4-3 

代価表（汚濁防止膜撤去） 補 P.59 5-4-3 

2-4 汚濁防止膜移設    

代価表（汚濁防止膜移設） 補 P.59 5-4-4 

 

第６章 建設機械運転単価表    

1 燃料消費量 国 - 単-1 

2 供用日数 国 - 単-1 

3 建設機械運転労務 国 - 単-1 

4 賃料を適用する機械器具 国 - 単-1 

5 職種の定義 国 - 単-1 

6 供用係数適用に当っての留意事項 県 P.60 単-2 
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P.4

P.7

1－1 通 則 

積算は、工事条件を的確に把握し、設計図書、契約書（案）および積算基準に基づき行うものとする

なお、この基準によりがたい場合は、別途類似工事等を参考とするものとする。 

また、積算に使用する作業時間は、原則として昼間（1 日当り 8 時間）とする。ただし、作業条件

等により時間外就業等を行うことが常態である場合は、この限りではない。 

本基準によることが著しく不適当又は困難であると認められるものについては、適用除外とするこ

とができる。 

7）法定福利費 

現場従業員および現場労務者に関する法定の労災保険料、雇用保険料、健康保険料および厚生

年金保険料の法定の事業主負担額ならびに建設業退職金共済制度に基づく事業主負担額 

8）福利厚生費 

現場従業員に係る慰安、娯楽、貸与被服、医療、慶弔見舞等福利厚生、文化活動等に要する費用

9）事務用品費 

事務用消耗品費、新聞、参考図書等の購入費 

10）通信交通費 

通信費、交通費および旅費 

11）交際費 

現場への来客等の応対に要する費用 

12）補償費 

工事の施工に伴い通常発生する物件等の毀損補償費および騒音、振動、濁水、交通騒音等によ

る事業損失に係る補償費（ただし、臨時にして巨額なものは除く） 

13）外注経費 

工事を専門工事業者等に外注する場合に必要となる経費 

14）工事登録に要する費用 

工事実績の登録等に要する費用 

15）動力・用水光熱費 

現場事務所、試験室、労働者宿舎、倉庫及び材料保管庫で使用する電力、用水、ガス等の費用

（基本料金を含む。） 

16）公共事業労務費調査に要する費用 

17）雑 費 

1）から 16）までに属さない諸費 

7）法定福利費 

現場従業員および現場労務者に関する法定の労災保険料、雇用保険料、健康保険料および厚生

年金保険料の法定の事業主負担額 

8）建設業退職金共済契約に係る掛金 

建設業退職金共済制度に基づく事業主負担額 

9）福利厚生費 

現場従業員に係る慰安、娯楽、貸与被服、医療、慶弔見舞等福利厚生、文化活動等に要する費用

10）事務用品費 

事務用消耗品費、新聞、参考図書等の購入費 

11）通信交通費 

通信費、交通費および旅費 

12）交際費 

現場への来客等の応対に要する費用 

13）補償費 

工事の施工に伴い通常発生する物件等の毀損補償費および騒音、振動、濁水、交通騒音等によ

る事業損失に係る補償費（ただし、臨時にして巨額なものは除く） 

14）外注経費 

工事を専門工事業者等に外注する場合に必要となる経費 

15）工事登録に要する費用 

工事実績の登録等に要する費用 

16）動力・用水光熱費 

現場事務所、試験室、労働者宿舎、倉庫及び材料保管庫で使用する電力、用水、ガス等の費用

（基本料金を含む。） 

17）公共事業労務費調査に要する費用 

18）雑 費 

1）から 17）までに属さない諸費 

1－1 通 則 

積算は、工事条件を的確に把握し、設計図書、契約書（案）および積算基準に基づき行うものとする

また、積算に使用する作業時間は、原則として昼間（1 日当り 8 時間）とする。 

本基準はあくまで標準的な施工を前提として設定しているものであり、本基準によることが著しく

不適当又は困難であると認められるものについては、適用除外とすることができる。 

なお、この基準により難い場合は、別途類似工事等を参考とするほか、見積り等も活用し、適切な

積算を行うものとする。 
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P.8

P.10 追記

P.11

P.11

P.12

2－4－5 燃料消費量等 

船舶、機械の主燃料および電力消費量は、下式により求める。 

〔運転1日当り燃料（電力）消費量〕＝〔運転1時間当り燃料（電力）消費量〕×〔運転時間〕 

（小数1位四捨五入）

〔運転1時間当り燃料（電力）消費量〕＝〔燃料（電力）消費率（雑品含む）〕×〔機関出力〕 

（作業船は小数2位四捨五入）

（陸上機械は有効数字の第３位を四捨五入し、有効数字２桁とする）

16）開発費償却 

新技術または新経営組織の採用、資源の開発、市場の開拓のため特別に支出した費用の償却額 

17）租税公課 

不動産取得税、固定資産税等の租税および道路占用料、その他の公課 

18）保険料 

火災保険およびその他の損害保険料 

19）契約保証費 

契約の保証に必要な費用 

20）雑費 

電算等経費、社内打合せ等の費用、学会および協会活動等諸団体会費等の費用 

16）試験研究費償却 

新製品または新技術の研究のために特別に支出した費用の償却額 

17）開発費償却 

新技術または新経営組織の採用、資源の開発、市場の開拓のため特別に支出した費用の償却額 

18）租税公課 

不動産取得税、固定資産税等の租税および道路占用料、その他の公課 

19）保険料 

火災保険およびその他の損害保険料 

20）契約保証費 

契約の保証に必要な費用 

21）雑費 

電算等経費、社内打合せ等の費用、学会および協会活動等諸団体会費等の費用 

2－3 直接経費 

2－3－1 特許使用料等 

2－4 直接経費 

2－4－1 特許使用料等 

2－4－2 水道・光熱・電力料 

2－4－3 船舶・機械器具等損料 

2－4－4 提供船舶・機械等経費 

2－3－2 水道・光熱・電力料 

2－3－3 船舶・機械器具等損料 

2－3－4 提供船舶・機械等経費 

2－3－5 燃料消費量等 

船舶、機械の主燃料および電力消費量は、下式により求める。 

〔運転1日当り燃料（電力）消費量〕＝〔運転1時間当り燃料（電力）消費量〕×〔運転時間〕 

（小数1位四捨五入）

〔運転1時間当り燃料（電力）消費量〕＝〔燃料（電力）消費率（雑品含む）〕×〔機関出力〕 

（作業船は小数2位四捨五入）

（陸上機械は有効数字3位四捨五入）

2－3 歩 掛 

歩掛は、工事を施工するために必要な機械・労務・材料に係る費用とし、その算定は積算基準

の施工歩掛及び物価資料によるものとする。 

積算基準の施工歩掛にない歩掛、適用が著しく不適当又は困難と認められた歩掛や物価資料に

ない単価については、特別調査又は見積の取得により歩掛の構成を決定する。 

見積の場合は、原則として３社以上から徴収し、歩掛の決定方法は、最頻度又は平均直下位の

歩掛を採用する。ただし、変更積算時は施工者より見積を徴収し、妥当性を確認した上で採用する。

なお、単価等については、「２－１ 労務費」、「２－２ 材料費」及び「２－４ 直接経費」に

よるものとする。 
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P.12

P.13

P.14
2－7 拘束費 

2－7－1 拘束費計上の対象 

工事の施工に際し、作業の種類や現場条件に応じて拘束が発生する場合は、拘束費を計上する

ここでいう拘束とは、作業船舶・機械の主目的作業の前後および途中で副次的に発生する付帯

作業、または発注者・請負者双方の責によらず発生する待機状態をいい、主目的の施工歩掛の代

価表の供用日数（「2－6－1 船舶の供用日数」参照）や、回航・えい航中の供用日数に含まれな

い状態をいう。 

2－6 拘束費 

2－6－1 拘束費計上の対象 

工事の施工に際し、作業の種類や現場条件に応じて拘束が発生する場合は、拘束費を計上する

ここでいう拘束とは、作業船舶・機械の主目的作業の前後および途中で副次的に発生する付帯

作業、または発注者・請負者双方の責によらず発生する待機状態をいい、主目的の施工歩掛の代

価表の供用日数（「2－5－1 船舶の供用日数」参照）や、回航・えい航中の供用日数に含まれな

い状態をいう。 

2－5 市場単価 

2－6 供用日数の算定 

2－6－1 船舶の供用日数 

2－6－2 機械の供用日数 

2－6－3 仮設材等供用日数 

仮設材等の供用日数＝基本日数×Ｍ＋搬入・搬出日数 

Ｍ：陸上施工の場合：1.65 

海上施工の場合：α（船舶供用係数、「2－6－1 船舶の供用日数」参照） 

2－4 市場単価 

2－5 供用日数の算定 

2－5－1 船舶の供用日数 

2－5－2 機械の供用日数 

2－5－3 仮設材等供用日数 

仮設材等の供用日数＝基本日数×Ｍ＋搬入・搬出日数 

Ｍ：陸上施工の場合：1.65 

海上施工の場合：α（船舶供用係数、「2－5－1 船舶の供用日数」参照） 

2－7－2 拘束費の計上方法 

1）計上費目 

拘束費は、直接工事費に計上する。 

2）対象日数 

①「国版：第3章 直接工事費の施工歩掛」に定めのある場合は、その日数を拘束費計上の対象

日数とする。 

②「2－7－1 拘束費計上の対象、2）現場条件による拘束」の場合、拘束費計上対象日数は現

場条件に応じて適正に定めるものとする。この場合の対象日数は、原則として日単位とする

3）対象経費 

①「国版：第3章 直接工事費の施工歩掛」に定めのある場合は、その経費を拘束費計上の対象

とする。 

②定めのない場合の拘束費の計上対象経費は、原則として対象となる作業船の供用損料、およ

び作業船に係る労務費とする。 

2－6－2 拘束費の計上方法 

1）計上費目 

拘束費は、直接工事費に計上する。 

2）対象日数 

「国版：第3章 直接工事費の施工歩掛」に定めのある場合は、その日数を拘束費計上の対象日

数とする。 

「2－6－1 拘束費計上の対象、2）現場条件による拘束」の場合、拘束費計上対象日数は現場

条件に応じて適正に定めるものとする。この場合の対象日数は、原則として日単位とする。 

3）対象経費 

「国版：第3章 直接工事費の施工歩掛」に定めのある場合は、その経費を拘束費計上の対象と

する。 

定めのない場合の拘束費の計上対象経費は、原則として対象となる作業船の供用損料、および

作業船に係る労務費とする。 
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港湾・漁港・海岸編業　　種

P.15

P.16

P.31

2－9－3 総括表 

2－7 工期の設定 

工期の設定に当っては、以下の日数を考慮し、適切に定めるものとする。 

① 運転日 

② 日曜・祝祭日、土曜日、夏季休暇、年末・年始休暇 

③ 荒天日 

④ 作業船の回航・えい航・艤装 

⑤ 工程上の待ち 

⑥ 現場整備 

⑦ 材料手配（需給が逼迫している資材を使用する工事については余裕工期） 

⑧ 関係官公庁への諸手続き、第三者への工事説明 

⑨ 工事用地等の確保に要する期間 

⑩ 準備・跡片付け 

2－8 直接工事費の積算 

2－8－1 単価表 

2－8－2 代価表 

2－8－3 総括表 

クレーン規格 
ｱ ｳ ﾄ ﾘ ｶ ﾞ ｰ 

位 置 ( I ) 

最 大 ﾌ ﾞ ｰ ﾑ 

長 さ 

ﾌ ﾞ ｰ ﾑ 支 点 

高 さ ( H ) 

(油) 16 t吊 2.6m 24.1m 

2.5m 

 〃 20 〃 3.1〃 30.5〃 

 〃 25 〃 3.4〃 29.8〃 

 〃 35 〃 3.6〃 29.2〃 

 〃 45 〃 3.9〃 39.0〃 

 〃 50 〃 4.0〃 30.7〃 

 〃 60 〃 4.4〃 45.5〃 

 〃 70 〃 4.9〃 43.5〃 2.7〃 

 

2－8 工期の設定 

工期の設定に当っては、以下の日数を考慮し、適切に定めるものとする。 

① 運転日 

② 日曜・祝祭日、土曜日、夏季休暇、年末・年始休暇 

③ 荒天日 

④ 作業船の回航・えい航・艤装 

⑤ 工程上の待ち 

⑥ 現場整備 

⑦ 材料手配（需給が逼迫している資材を使用する工事については余裕工期） 

⑧ 関係官公庁への諸手続き、第三者への工事説明 

⑨ 工事用地等の確保に要する期間 

⑩ 準備・跡片付け 

⑪ 猛暑日 

2－9 直接工事費の積算 

2－9－1 単価表 

2－9－2 代価表 

6）ラフテレーンクレーン 

(1) 作業形態と諸元 

6）ラフテレーンクレーン 

(1) 作業形態と諸元 

クレーン規格 
ｱ ｳ ﾄ ﾘ ｶ ﾞ ｰ 

位 置 ( I ) 

最 大 ﾌ ﾞ ｰ ﾑ 

長 さ 

ﾌ ﾞ ｰ ﾑ 支 点 

高 さ ( H ) 

(油) 16 t吊 2.6m 24.1m 

2.5m 

 〃 20 〃 3.1〃 30.5〃 

 〃 25 〃 3.4〃 29.8〃 

 〃 35 〃 3.6〃 29.2〃 

 〃 50 〃 4.0〃 30.7〃 

 〃 60 〃 4.4〃 45.5〃 

 〃 70 〃 4.9〃 43.5〃 2.7〃 

    

 



【県版　新旧対照表】

ページ番号 改                    定現                    行 備    考

港湾・漁港・海岸編業　　種

P.32

P.50 R8.4.1 改定表－④ 一般管理費等率 
 

  対象額 500 万円以下 500 万円を超え 30 億円以下 30 億円を超えるもの  

  
適 用 

区分等 
下記の率とする 

算定式により算出された率とする。

ただし、定数値は下記による。 
下記の率とする  

    ａ ｂ  
 

 一 般 管 理 費 等 率 25.13% －5.21826 60.08343 10.63%  

  

一般管理費等率の算定式 

ＧＰ ＝ａ・log（ＣＰ）＋ｂ （小数 3 位四捨五入） 

ただし、 

ＧＰ ：一般管理費等率（%） 

ＣＰ ：工事原価（円） 

 

 

 

(2) 実吊荷重 

ラフテレーンクレーン：作業半径と実吊荷重（t） 

作業半径 

（m） 

ク レ ー ン 規 格（t吊） 

16 20 25 35 45 50 60 70 

3 15.8 19.7 24.7 34.6 44.5 49.2 56.0 63.0 

4 12.3 18.2 22.7 27.1 36.5 36.5 45.5 52.0 

5 10.1 13.9 19.1 22.0 29.8 29.8 38.1 41.1 

6 8.5 11.8 16.0 18.3 24.7 24.7 32.1 33.3 

7 6.7 9.9 12.4 14.5 20.4 20.3 26.3 27.7 

8 5.2 7.8 10.4 12.5 17.2 17.2 21.2 23.6 

9 4.2 6.3 8.3 10.2 14.8 14.8 17.2 17.6 

10 3.4 5.1 6.9 8.3 12.8 12.1 14.1 14.2 

12 2.4 3.8 5.3 6.4 8.9 8.5 10.0 10.2 

14 1.9 2.8 4.0 4.8 7.0 6.8 8.0 8.1 

16 1.4 2.2 3.3 3.9 5.5 5.2 6.3 6.4 

18 1.0 1.7 2.6 3.1 4.3 4.0 5.3 5.1 

20 0.7 1.3 2.1 2.3 3.8 3.0 4.4 4.1 

22  1.0 1.7 1.7 3.0 2.3 3.2 3.2 

24  0.7 1.3 1.3 2.3 1.6 2.5 2.5 

26  0.5 1.1 1.0 1.8 1.0 1.9 1.9 

28  0.3   1.4  1.5 1.5 

30     1.0  0.9 1.1 

32     0.7  0.9 0.7 

34     0.4  0.6 0.4 

 

表－④ 一般管理費等率 
 

  対象額 500 万円以下 500 万円を超え 30 億円以下 30 億円を超えるもの  

  
適 用 

区分等 
下記の率とする 

算定式により算出された率とする。

ただし、定数値は下記による。 
下記の率とする  

   ａ ｂ  
 

 一 般 管 理 費 等 率 23.57% －4.97802 56.92101 9.74%  

  

一般管理費等率の算定式 

ＧＰ ＝ａ・log（ＣＰ）＋ｂ （小数 3 位四捨五入） 

ただし、 

ＧＰ ：一般管理費等率（%） 

ＣＰ ：工事原価（円） 

 

 

 

(2) 実吊荷重 

ラフテレーンクレーン：作業半径と実吊荷重（t） 

作業半径 

（m） 

ク レ ー ン 規 格（t吊） 

16 20 25 35 50 60 70 

3 15.8 19.7 24.7 34.6 49.2 56.0 63.0 

4 12.3 18.2 22.7 27.1 36.5 45.5 52.0 

5 10.1 13.9 19.1 22.0 29.8 38.1 41.1 

6 8.5 11.8 16.0 18.3 24.7 32.1 33.3 

7 6.7 9.9 12.4 14.5 20.3 26.3 27.7 

8 5.2 7.8 10.4 12.5 17.2 21.2 23.6 

9 4.2 6.3 8.3 10.2 14.8 17.2 17.6 

10 3.4 5.1 6.9 8.3 12.1 14.1 14.2 

12 2.4 3.8 5.3 6.4 8.5 10.0 10.2 

14 1.9 2.8 4.0 4.8 6.8 8.0 8.1 

16 1.4 2.2 3.3 3.9 5.2 6.3 6.4 

18 1.0 1.7 2.6 3.1 4.0 5.3 5.1 

20 0.7 1.3 2.1 2.3 3.0 4.4 4.1 

22  1.0 1.7 1.7 2.3 3.2 3.2 

24  0.7 1.3 1.3 1.6 2.5 2.5 

26  0.5 1.1 1.0 1.0 1.9 1.9 

28  0.3    1.5 1.5 

30      0.9 1.1 

32      0.9 0.7 

34      0.6 0.4 

 



【県版　新旧対照表】

ページ番号 改                    定現                    行 備    考

港湾・漁港・海岸編業　　種

P.52

P.60

1－1－1 増加費用等の適用及び範囲 

1）増加費用等の適用 

増加費用等の適用は、工期延長等に伴う増加費用等について受注者から請求があった場合に適

用する。 

1－1－1 増加費用等の適用及び範囲 

1）増加費用等の適用 

増加費用等の適用は、工期延長等に伴う増加費用等について受注者から請求があった場合に適

用する。 
なお、一時中止期間が 3 箇月を超える場合は適用しないものとする。 

就業時間別の船員供用係数 

船舶供用係数（α）と就業時間別船員供用係数（β）（1ワッチ制） 

係 数 

ランク 

船舶供用 

係  数 

（α） 

就業時間別の船員供用係数（β） 

備考 
就業8時間 就業9時間 就業10時間 就業11 時間 

船団長・ 
高級船員 

普 通 船 員 
船団長・ 
高級船員 

普 通 船 員 
船団長・ 
高級船員 

普 通 船 員 
船団長・ 
高級船員 

普 通 船 員 

1 1.65 1.20 1.20 1.31 1.31 1.43 1.42 1.54 1.53  

 

船舶供用係数（α）と就業時間別船員供用係数（β）（2ワッチ制） 

係 数 

ランク 

船舶供用 

係  数 

（α） 

就業時間別の船員供用係数（β） 

備考 就業16 時間 就業18 時間 就業20時間 就業22 時間 

船団長・ 
高級船員 

普 通 船 員 
船団長・ 
高級船員 

普 通 船 員 
船団長・ 
高級船員 

普 通 船 員 
船団長・ 
高級船員 

普 通 船 員 

1 1.65 1.21 1.21 1.35 1.34 1.47 1.46 1.61 1.59  

 

就業時間別の船員供用係数 

船舶供用係数（α）と就業時間別船員供用係数（β）（1ワッチ制） 

係 数 

ランク 

船舶供用 

係  数 

（α） 

就業時間別の船員供用係数（β） 

備考 
就業8時間 就業9時間 就業10時間 就業11 時間 

船団長・ 
高級船員 

普通船員 
船団長・ 
高級船員 

普通船員 
船団長・ 
高級船員 

普通船員 
船団長・ 
高級船員 

普通船員 

1 1.65 1.20 1.20 1.31 1.32 1.43 1.43 1.54 1.55  

 

船舶供用係数（α）と就業時間別船員供用係数（β）（2ワッチ制） 

係 数 

ランク 

船舶供用 

係  数 

（α） 

就業時間別の船員供用係数（β） 

備考 就業16 時間 就業18 時間 就業20時間 就業22 時間 

船団長・ 
高級船員 

普通船員 
船団長・ 
高級船員 

普通船員 
船団長・ 
高級船員 

普通船員 
船団長・ 
高級船員 

普通船員 

1 1.65 1.21 1.21 1.35 1.35 1.47 1.48 1.61 1.61  

 


